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北杜市国土強靱化地域計画 アクションプラン（R2～R6）達成状況 

 

本計画は、いかなる大規模自然災害等が発生しても人命の保護が最大限図られ、様々な重要機

能が機能不全に陥らず迅速な復旧復興を可能にする地域づくりと、真に、強く、しなやかな北杜

市の実現を目指しています。 

基本目標として、 

①「人命の保護が最大限図られること」 

②「社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること」 

③「市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化を図ること」 

④「迅速な復旧復興を図ること」 

を掲げています。 

基本目標を達成するために、８つの「事前に備えるべき目標」を設定しています。 

これらの目標を達成するために、自然災害の想定及び本市の地域特性を踏まえた２２のリスク

シナリオを設定し、アクションプラン（Ｒ２～Ｒ６）で６１事業を推進してきました。 

アクションプラン（Ｒ２～Ｒ６）の達成状況は以下のとおりです。 

 

アクションプラン達成状況（令和６年度実績） 

評価  評価基準 

目標値以上を達成 10 事業 計画した目標値・取組項目を上回って進捗した 

目標どおり 19 事業 
目標値に対して 100％の達成率 

R6年度事業が目標どおりに進捗した 

概ね目標どおり 14 事業 
目標値に対して 80％以上の達成率 

計画した取組項目を概ね実施できた 

努力を要する 2 事業 
目標値に対して 80％未満の達成率 

計画どおりに取組が進捗しなかった 

評価不能 3 事業 計画した事業に未着手または未実施の状態 

指標設定のない事業 13 事業  

計 61 事業 

 

指標設定のある 48事業のうち、「目標値以上を達成」「目標どおり」「概ね目標どおり」が 43事

業（89.6％）となり、全体として概ね計画どおりに進捗・達成となりました。 

「努力を要する」「評価不能」は、地域や関係機関と連携して事業を実施したものの年度内に目

標達成に至らなかった取組や、事業の実用性・実現性を再検討して計画を見直した取組などが該

当しました。 

 

なお、本計画は、これまでの取組や国及び山梨県の強靱化計画の改定内容を反映するとともに、

激甚化・頻発化する近年の災害から得られた知見を踏まえ、令和７年３月に、計画全体について

改定を行いました。現在は、アクションプラン（Ｒ７～Ｒ１１）で 63事業を推進しています。 



北杜市国土強靱化地域計画　アクションプラン（R2～R6）　達成状況

活動指標
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(千円)

※除く再掲

ｱ1 被災地給水所の確保
上下水道施
設課

　本市が保有する給水車は現在2台ですが、災害時には、速やかに給
水所を開設することが重要であることから、迅速な対応ができるよう、災
害支援協定（給水車支援等）の活用や、飲料水運搬車・給水用備品等
を整備するほか、新たに給水訓練を実施するなど体制の強化を図りま
す。

・給水車保有台
数2台
・給水訓練実施
1回／年

・給水車保有台
数2台
・給水訓練実施
1回／年

・給水車保有台
数2台
・給水訓練実施
1回／年

・給水車保有台
数2台
・給水開設及び
下水道停電対
応訓練実施1回

・給水車保有台
数2台
・給水所開設及び
下水道停電対応
訓練実施 1回

・給水車保有台
数2台
・給水訓練実施1
回／年

目標どおり

ｱ2 ハザードマップの活用 消防防災課

　市民一人ひとりが、自らの住む場所と周辺地域の危険箇所を把握し、
危険を察知した際に早めの避難につなげることができるよう、市内の土
砂災害危険区域や浸水想定区域を示すハザードマップの活用について
周知を行います。
　なお、事業推進にあたっては、別荘地等で滞在期間が限定的な者に
対する周知方法について工夫します。

・防災教育、地
区訓練での活用
・Web版の周知
・広報紙、CATV
等でマップ活用
周知

510

・広報紙、地区
回覧、CATVに
て周知
・Web版の周知
・市内小学校防
災教育実施4回

1,506

・防災教育、地
区訓練での活用
方法を説明し
た。
・水害ハンドブッ
クを改訂、配布
・土砂災害警戒
区域の変更に
伴いハザード
マップ改訂

5,198

・WEB版ハザー
ドマップの更新
・防災教育、地
区防災訓練等で
の周知

904

・防災教育におけ
る活用
・ＷＥＢ版ハザー
ドマップの更新及
び公表

748

・出前塾や特定
地区総合防災訓
練での活用
・Web版の周知

目標どおり

ｱ3
災害支援トイレネットワーク
への参加

消防防災課
　災害時のトイレ不足解消のため、災害派遣トイレネットワークプロジェ
クトの協定を締結し、全国のトイレトレーラー所有自治体との連携、支
援を行います。

・トイレトレー
ラー1台
・災害派遣トイレ
トレーラープロ
ジェクト協定締
結

23,405

・災害派遣トイレ
ネットワークプロ
ジェクト普及活
動
・ぼうさい国体
2021参加
・災害派遣トイレ
トレーラープロ
ジェクト導入17
自治体
・防災教育４回

1,208

・災害派遣トイレ
ネットワークプロ
ジェクト普及活
動　1自治体へ
周知活動
・災害派遣トイレ
トレーラープロ
ジェクト導入自
治体　２０自治
体
・防災教育３回

503

・災害派遣トイレ
ネットワークプロ
ジェクト普及活
動　２自治体へ
周知活動
・災害派遣トイレ
トレーラープロ
ジェクト導入自
治体　２２自治
体
・防災教育３回

582
・トイレトレーラー
１台

2,002
・トイレトレーラー
1台

目標どおり

ｱ4
遺体の収容（安置）体制の
確立

管財課、市
民課、福祉
課、生涯学
習課

　災害時においても、寺院、公共施設等遺体収容に適切な場所を選定
し、遺体収容（安置）所が開設できるよう、関係部局等と連携するととも
に、感染力の強い感染症には、国の「新型インフルエンザ等対策ガイド
ライン」に基づき、対応することとし、必要となる資機材等の備蓄に努め
ていきます。

― ― ― ― ―

体制づくりが主眼
であり、数値化に
なじまないため設
定しない。

ｱ5
道路復旧に関する地元建
設業団体等との連携強化

消防防災
課、道路河
川課

　災害時において、地域の力を結束し、迅速な道路復旧体制を構築す
るため、北杜市建設安全協議会等との災害時応援協定を締結していま
すが、より万全な体制の整備を目指し、防災訓練での情報伝達訓練な
どにより、相互の連携強化を図ります。
・災害復旧事業(道路、橋梁等)

・新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため総合
防災訓練中止

821

・新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため地区
訓練原則中止

413
・災害復旧事
業、工事43件

10,398
・職員訓練１回
・災害復旧事
業、工事75件

19,404
・職員訓練１回
・災害復旧事業、
工事29件

14,781
・訓練実施1回／
年

目標どおり

ｱ6 火葬体制の確立 福祉課
　災害時においても、火葬を的確に遅滞なく行うため、山梨県広域火葬
計画に基づき、平常時からの情報交換等により、引き続き体制の充実
を図ります。

― ― ― ― ―

体制づくりが主眼
であり、数値化に
なじまないため設
定しない。

ｱ7 帰宅困難者対策

消防防災
課、観光課、
商工・食農
課、生涯学
習課

　災害発生時の鉄道や道路の寸断・途絶に伴い、多数の通勤者及び観
光客等の帰宅困難者が発生した場合において、その一時避難場所を
確保することを目的に、市内の民間6施設と協定を締結し、体制づくりに
努めていますが、民間施設に併せ「道の駅こぶちさわ」を避難場所とし
て確保できるよう施設の提供協力に関する協定の検討を進めていきま
す。
　また、帰宅困難に陥った鉄道利用者等の滞留が予測される駅に近い
「生涯学習センターこぶちさわ」と「長坂コミュニティ・ステーション」につ
いては、そうした事態に対応するため、「北杜市避難所開設・運営マ
ニュアル」の見直しを行い、一時的に滞在が可能なスペースの確保を感
染力の強い感染症予防に配慮した中で検討を進めていきます。

・協定締結数累
計6施設
・生涯学習セン
ターこぶちさわ、
長坂コミュニ
ティ・ステーショ
ンと協議

協定締結数累
計8施設

・協定締結数累
計9施設

・協定締結数累
計11施設

・協定締結数0施
設（累計11施設）

・協定締結数累
計7施設

目標値以上を
達成

ｱ8
大規模災害発生時におけ
る物資調達等の協定締結
の推進

消防防災課

　災害時においても、市民生活に必要な食料や燃料等が確保されるよ
う、各種物資を取り扱う6つの民間企業等と協定を締結し、体制づくりに
努めていますが、復旧までの期間が長期化した場合や、市内での滞留
者数が大規模化した場合なども想定し、締結先の拡大を図ります。

・協定締結数累
計10企業等

・協定締結数累
計11企業等

・協定締結数累
計11企業等

・協定締結数累
計19企業等

・協定締結数累
計12企業等

・協定締結数累
計8企業等

目標値以上を
達成

ｱ9 業務継続体制の強化
消防防災
課、管財課、
健康増進課

　災害時においても、市役所の業務が継続できるよう、「北杜市業務継
続計画（BCP）」に基づき、非常時優先業務に必要な職員の参集予測や
主要庁舎の非常用電源の確保などを実施していますが、非常時優先
業務の執行環境をより確かなものとするため、被災による登庁不能職
員発生の抑制を目的とした地域減災リーダー研修等を行うとともに、新
たにICT 部門に係る業務継続計画（ICT-BCP)を策定します。
　併せて、「北杜市新型インフルエンザ等対策事業継続計画」に基づ
き、感染力の強い感染症に配慮した対応を行います。
　また、職員の異動等にも備え、各課等において対応マニュアル等を、
必要に応じて整備します。

・新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため、研
修中止
（BCP策定済）

418

・職員減災リー
ダー研修2回開
催
(BCP策定済)

372
・職員減災リー
ダー研修3回開
催

・職員減災リー
ダー研修1回開
催

・地域減災リー
ダー研修１回
普通救命講習１
回

・職員研修2回
（BCP策定済）

目標どおり

2024年度
(R6年度)実績

2024年度
(R6年度)目標値 達成度

（R6目標値に
対して）

2023年度
(R5年度)実績

2022年度
(R4年度)実績

2021年度
(R3年度)実績

2020年度
(R2年度)実績

№ 事業名 所管課 事業概要
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ｱ10 減災力の強いまちづくり
消防防災
課、教育総
務課

　減災力の強いまちづくりを目指し、市民の自助力・共助力を高めるた
め、NPO法人と協定を締結し、出前塾、地域減災リーダーの育成、特定
地区総合防災訓練を行います。
　また、出前塾等による学校教育における防災教育を推進します。
　さらに、地域の集会所等を対象とした一時避難所として機能させるた
めの整備支援の普及を図ります。

・出前塾4回
・地域減災リー
ダー認定者数累
計75人
・一時避難所整
備支援12箇所
・発電機整備
117台

26,270

・出前塾6回
・地域減災リー
ダー認定者数累
計87人
・一時避難所整
備支援26箇所

16,298

・出前塾10回
・地域減災リー
ダー認定者数累
計98人
・一時避難所整
備支援18組織
・発電機整備
117台

11,144

・出前塾20回
・累計減災リー
ダー認定者数
112人
・一時避難所整
備支援（累計56
箇所）
・発電機整備
117台

・出前塾講座24
回
・地域減災リー
ダー研修２回　認
定者数累計129
名
・北杜市減災
フォーラム１回
・一時避難所整
備支援92箇所
・発電機整備117
台

1,855

・出前塾15回
・地域減災リー
ダー認定者数累
計150人
・減災フォーラム
開催
・一時避難所整
備支援120箇所
・発電機整備117
台

概ね目標どお
り

ｱ11
公共施設等に関する総合
的マネジメントの推進

政策推進課

　高度経済成長期に整備した公共施設等が一斉に耐用年数を迎えるこ
とが今後予想されることから、長期的な視点を持って施設の更新・長寿
命化などを実施するため、「北杜市公共施設等総合管理計画」に基づ
き、公共施設等の総合的なマネジメントを計画的に進めます。

・長寿命化・大
規模改修・
更新（建替え）
0施設

・長寿命化・大
規模改修・
更新（建替え）
4施設(累計12施
設)

677,767

・長寿命化・大
規模改修・
更新（建替え）
5施設（累計17
施設）

300,989
・長寿命化・大
規模改修4施設
（累計21施設）

119,409
・長寿命化・大規
模改修 3施設（累
計24施設）

74,582

・長寿命化・大規
模改修・
更新（建替え）
21施設

目標値以上を
達成

ｱ12 公的備蓄の充実

消防防災
課、介護支
援課、健康
増進課、生
涯学習課

　災害用食料を27千食備蓄していますが、発災時における避難者用の
食料、飲料水を毎年更新し、過去の災害を教訓とした備蓄品の整備を
行います。
　また、感染力の強い感染症に対応した資機材等の備蓄を行います。

・災害用食料の
備蓄量24，955
食（5,456食更
新）

9,142

・備蓄食累計
28,953食(7,258
食更新)
・備蓄水累計
28,200ℓ(7,200ℓ
更新)

8,750

・防災備蓄倉庫
8棟設置
・備蓄食　7,258
食更新
備蓄水　7,200ℓ
更新
・備蓄食累計
36,211食
備蓄水累計
35,352ℓ

257,768

・防災備蓄倉庫
8棟設置
・備蓄食5,400食
更新
・備蓄水5,400ℓ
更新
・備蓄食累計
29,796食
・備蓄水累計
32,388ℓ

31,084
・食糧5,400食、水
5,400リットルの購
入（更新）

2,454
・災害用食料の
備蓄量27千食

目標どおり

ｱ13
市役所本庁舎の災害対応
力の強化

管財課
 災害時における対策本部等の拠点施設となる市役所本庁舎につい
て、被災による機能の低下を回避するため、施設・設備の点検･整備や
燃料の満量化など各種の安全対策を講じます。

・施設、設備等
の定期点検の
実施9項目

9,562
・施設、設備等
の定期点検の
実施9項目

9,648
・施設、設備等
の定期点検の
実施9項目

10,134
・施設、設備等
の定期点検の
実施9項目

10,273
・施設、設備等の
定期点検の実施
9項目

10,869
・施設、設備等の
定期点検の実施
9項目

目標どおり

ｱ14
市営住宅の活用・長寿命
化の促進

住宅課
　災害時における入居者の安全を確保するため、「北杜市営住宅総合
活用計画・長寿命化計画」に基づき、適正な維持管理を行うとともに、
用途廃止・維持保全・全面的改善・建替え・耐震化等を進めます。

・市営住宅改修
1棟
・市営住宅解体
9戸

35,952

・市営住宅改修
3棟
・市営住宅解体
5戸

92,151

・市営住宅改修
1棟
・市営住宅解体
5棟、1棟4戸

27,103

・市営住宅改修
1棟
・市営住宅解体
３棟３戸

78,903

・市営住宅改修1
棟
・市営住宅解体５
棟２４戸

41,625

・市営住宅改修1
棟
・市営住宅解体
43戸
（R2～R6累計）

96,681
目標値以上を

達成

ｱ15 自主防災組織の育成 消防防災課

　令和2年度末現在、本市では、69団体の自主防災組織が結成されて
いますが、地域の自主防災組織の組織化促進を目的に、防災資機材
整備の支援を行うとともに、地域減災リーダーの育成を推進し、機能す
る自主防災組織を目指します。
　また、災害時における各総合支所と自主防災組織との連携体制を構
築し、各総合支所の業務継続計画(BCP)の災害対策業務について、見
直しを行います。

・自主防災組織
の結成数累計
69団体

495
・自主防災組織
結成11団体(累
計80団体)

683
・自主防災組織
結成　11団体
（累計91団体）

797
・自主防災組織
結成　1団体
（累計92団体）

649
・自主防災組織
結成　2団体　（累
計94団体）

・自主防災組織
の結成数累計
100団体

概ね目標どお
り

ｱ16
周辺市町村、民間団体との
支援協定

消防防災課

　災害発生時における対応力の強化を目的に、広域的な相互連携を目
指して周辺市町村や民間団体と28の各種支援協定を締結しています
が、さらなる強靭化を進めるため、山間地が多く、高齢化が進んでいる
という本市の特性や、感染力の強い感染症への対策にも配慮し、新た
な協定を締結するほか、既に締結した協定内容の充実を図ります。
　また、八ヶ岳定住自立圏の柱の一つである圏域マネジメント能力の強
化にかかる政策分野においても、国土強靭化を構成市町村の共通テー
マとして新たに加え、相互支援体制強化について調査研究を行いま
す。

・協定済数累計
28自治体等

・協定済数累計
32自治体等

・協定済数累計
34自治体等

・協定済数累計
38自治体等

・協定済数累計
39自治体等

・協定済数累計
29自治体等

目標値以上を
達成

ｱ17 消防団員の確保・育成 消防防災課
　消防団を中核とした地域防災力の充実強化に資するため、消防団員
の確保対策と消防団の活性化について、北杜市消防団活性化検討委
員会で検討を進めます。

・消防団員数
1,652人

80,574
・消防団員数
1,638人

84,351
・消防団員数
1,595人

87,915
・消防団員数
1,556人

108,922
・消防団員数
1,462人

129,992
・消防団員数
1,652人

概ね目標どお
り
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北杜市国土強靱化地域計画　アクションプラン（R2～R6）　達成状況

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

2024年度
(R6年度)実績

2024年度
(R6年度)目標値 達成度

（R6目標値に
対して）

2023年度
(R5年度)実績

2022年度
(R4年度)実績

2021年度
(R3年度)実績

2020年度
(R2年度)実績

№ 事業名 所管課 事業概要

ｱ18 消防力の強化 消防防災課

　本市では、消防ポンプ自動車、可搬ポンプ積載車等117台を保有して
いますが、災害時においてより効果的な消防活動ができるよう、消防ポ
ンプ自動車管理整備計画に基づき、消防車両やポンプの整備を行いま
す。
　また、耐震性貯水槽や消火栓など消防水利の整備を行うとともに、消
防団員安全装備品整備事業計画に基づく耐切創性手袋などの整備を
行い、総合的な消防力の強化を図ります。
　市内の消防署・分署については、建物の老朽化が進んでいることか
ら、峡北広域行政事務組合消防本部において、再編の検討を進め、総
合的な消防力の強化を図ります。

・消防ポンプ自
動車等保有台
数117台（消防
ポンプ車更新1
台・小型消防ポ
ンプ積載車更新
13台）
・安全装備品
（発電機及び投
光器117台・耐
切創性手袋350
双）

117,516

・消防ポンプ自
動車等保有台
数116台
・安全装備品(耐
切創性手袋940
双、チェーンソー
70台、エンジン
カッター10台)
・ハイブリット発
電機・LED投光
器160台

36,009

消防ポンプ自動
車等車両台数
116台
安全装備品：耐
切創性手袋940
双、チェーンソー
70台、エンジン
カッター10台

61,688

・消防ポンプ自
動車等保有台
数117台
・安全装備品：
耐切創性手袋
1040双、チェー
ンソー70台、エ
ンジンカッター10
台

54,256

・消防ポンプ自動
車等消防車両台
数117台
・安全装備品（雨
衣152着、安全帽
397着）

133,772

・消防ポンプ自動
車等保有台数
117台
・安全装備品
1,652人分

概ね目標どお
り

ｱ19
適切な避難行動に関する
周知強化

消防防災
課、健康増
進課、農地
整備課、林
政課、道路
河川課

　災害時において市民一人ひとりが適切な避難行動ができるよう、特に
土砂災害特別警戒区域では、一般住宅が土砂の力によって損壊する
恐れがあるなど、早期の立ち退き避難が求められることについて注意
喚起するため、住民自らハザードマップにより危険箇所の把握ができる
よう、周知を強化します。また、その危険度に関する理解を促進するた
め、WEB版をホームページに掲載するほか、出前塾や地域減災リー
ダー育成事業等で、より積極的に活用します。
　併せて、農業用ため池の老朽化対策率は、2018年度末現在で58%に
とどまっており、決壊が恐れがある施設があることから、ため池ハザー
ドマップを活用した危険箇所の周知についても強化を図ります。
　また、県で示した山腹崩壊指定場所についても、ハザードマップと併
せて把握できるよう周知を強化します。
　さらに、平時からの防災用品の備蓄や避難先・経路の確認、また、感
染力の強い感染症に対応した備蓄品の準備について、周知を進めてい
きます。

・出前塾4回・地
域減災リーダー
認定者数累計
75人
・農業用ため池
の老朽化対策
率40%

510

・出前塾6回
・地域減災リー
ダー認定者数累
計87人
・農業用ため池
の老朽化対策
率40%

514

・出前塾11回
・地域減災リー
ダー認定者累計
98人
・農業用ため池
の老朽化対策
率48%

68,637

・出前塾20回
・地域減災リー
ダー認定者数累
計112名
・ホームページ
等によるハザー
ドマップ活用の
周知
・農業用ため池
の老朽化対策
率63%

94,550

・出前塾講座24
回
・地域減災リー
ダー研修２回、
認定者数累計
129人
・北杜市減災
フォーラム１回
・農業用ため池の
老朽化対策率
68%

(消防)
1,855千円
(農整)
86,721千円

・出前塾15回
・地域減災リー
ダー認定者数累
計150人
・減災フォーラム
開催
・農業用ため池の
老朽化対策率
100%

概ね目標どお
り

ｱ20 特定地区総合防災訓練 消防防災課

　災害時において公的機関も被災することを想定し、避難所の利用者
が避難所の運営を自主的に行えるよう、実践的な特定地区総合防災訓
練を行い、自治会等が施設ごとに策定する避難所マニュアルの策定を
支援するとともに、施設管理者と地域で施設利用合意書の締結を促進
します。
　また、訓練に当たっては、避難所における感染力の強い感染症の感
染予防に関する対策も想定する中で実施します。

新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため中止

・武川小学校を
避難所とする特
定地区総合防
災訓練実施
・施設利用合意
書作成

244

・長坂中学校を
避難所とする特
定地区総合防
災訓練を実施
・施設利用合意
書作成

308
・施設利用合意
書締結累計数2
施設

暫定施設利用合
意書７施設（施設
利用合意書累計
２施設）

・施設利用合意
書締結数8施設

努力を要する

ｱ21
下水道施設の耐震化・長
寿命対策

上下水道施
設課

　災害時においても、下水道が十分に機能し、衛生環境の維持を確保
するため、施設の統廃合及び長寿命対策の改築・更新時に合わせて、
重要な管渠、マンホール及び処理施設の耐震補強を計画的に進めま
す。

調査・点検
・処理場3施設
・マンホール472
箇所
・管路1,764m

24,750

調査・点検
・処理場3施設
・マンホール204
箇所
・管路119m

18,777

調査・点検
・処理場2施設
・マンホール344
箇所
・管路1,264m

23,079

・処理場１１施設
の長期的且つ
最適な修繕改築
計画作成
・処理区域１１箇
所のマンホール
及び管路の調
査点検計画作
成

41,360

・管路施設点検・
調査業務　管路
L=20,005ｍ　マン
ホールN＝530箇
所実施
・管路施設修繕
改築計画策定業
務（第１期点検結
果を基に修繕・改
築計画を作成）
・処理場施設修
繕改築計画（須
玉第１・大泉浄化
センター）

32,600

調査・点検(R2～
R6)
・処理場11施設
・マンホール1,093
箇所
・管路3,335m

目標どおり

ｱ22 空き家対策
まちづくり推
進課

　災害時における家屋の倒壊を回避するため、空き家の状況把握と所
有者等の特定を進め、危険な家屋については、所有者等に対し取り壊
しを促します。

・空き家所有者
等への指導数
11件
・苦情に対する
対応割合100％

・空き家所有者
等への指導数
11件
・苦情に対する
対応割合
100％

3,680

・空き家所有者
等への指導数
17件
・苦情に対する
対応割合
100％

3,703

・特定空き家認
定件数1件
・空き家相談・苦
情件数37件
・助言・指導数
22件
・苦情に対する
対応割合
100％

4,268

・特定空き家認定
件数 １件
・空き家相談・苦
情件数 ３４件
・助言・指導数 ２
０件
・所有者特定業
務 １４件
・苦情に対する対
応割合 100％

5,324

・空き家所有者等
への指導数10件
・苦情に対する対
応割合100％

4,353
概ね目標どお

り

ｱ23 防災拠点の整備 生涯学習課

　災害時における避難場所や救援活動拠点の確保、火災の延焼防止
等の防災対策を強化するため、避難者や避難車両の収容能力や交通
のアクセスの優位性等を踏まえ、長坂総合スポーツ公園を防災拠点の
一つとして位置付け、施設の老朽化に伴う再整備とともに、ドクターヘリ
や防災ヘリコプターの発着地としての機能向上や無停電化対策などを
行います。

・長坂総合ス
ポーツ公園陸上
競技場人工芝
敷設10,261㎡

267,300 ― ― ― ― ―
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北杜市国土強靱化地域計画　アクションプラン（R2～R6）　達成状況

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
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決算額
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(R2年度)実績

№ 事業名 所管課 事業概要

ｱ24
合併処理浄化槽への転換
促進

環境課

　災害時において、みなし浄化槽（単独処理浄化槽）やくみ取り便所を
使用している家庭からの生活雑排水は、生活環境の悪化につながるた
め、下水道事業計画の認可区域外等について、合併処理浄化槽への
切り替え促進を目的に、経費の一部に対する助成や啓発活動を行いま
す。
　また、平成13年度より前に設置されたみなし浄化槽の老朽化が進ん
でおり、災害時にトイレを使用できなくなる恐れがあることから、被災地
における感染症等の拡大防止のため、合併処理浄化槽への切り替えを
促進します。

・補助金交付申
請件数102件

36,122
・補助金交付申
請件数92件

35,381
・補助金交付申
請件数100件

34,962
・補助金交付申
請件数102件

35,872
・補助金交付申
請件数 102件

36,204
・補助金交付申
請件数104件

37,732
概ね目標どお

り

ｱ25
上水道施設の耐震化・老
朽化対策

上下水道施
設課

　上水道施設が機能の停止・低下をすることなく、安全・安心な水道水
供給維持のため、基幹管路である導水管・送水管・送配水管・防災上
重要な配水管を対象に、優先的に耐震化や更新を進めるほか、電力停
止による塩素無注入の防止を目的とした非常用電源装置等の停電対
策を行います。

・重要管布設
L=770m

54,360
・重要管布設及
び設計委託
L=1,723m

134,273

・重要給水施設
耐震化事業
配水管布設
HPPE　L=1,022
ｍ

91,863

・重要給水施設
耐震化事業
配水管布設
HPPE
L=1,714.16ｍ

139,263

重要給水施設耐
震化事業
配水管布設
HPPE　L＝
1345.70ｍ

100,916
・重要管布設(R2
～R6)
L=2,500m

目標どおり

ｱ26 大規模盛土造成地対策
まちづくり推
進課

　大規模盛土造成地について、災害時においても所有者による適切な
対応を促すため、市内の大規模盛土造成地の情報収集を行い、盛土
マップの作成・公表などの情報提供を通じ、意識啓発を行います。

・大規模盛土造
成地調査業務
委託

16,888 ―
市ホームページ
において継続的
に掲載

市ホームページ
において継続的
に掲載を行って
いる。

市ホームページ
において継続的
に掲載を行ってい
る。

対象事業地の発
生に応じた対策
を主眼としてお
り、数値化になじ
まないため設定し
ない。

ｱ27 民間建築物の耐震化 住宅課

　住宅の倒壊による死傷者の発生および交通麻痺を回避するため、
「北杜市耐震改修促進計画」に基づき、耐震化の重要性・必要性につ
いて啓発を行うとともに、国庫補助などを活用して木造住宅耐震診断や
耐震補強補助などの耐震化支援施策を推進し、耐震改修の促進を図り
ます。

・住宅の耐震化
率72.2%

1,738
・住宅の耐震化
率72.8％

2,414
・住宅の耐震化
率73.0％

2,449
・住宅の耐震化
率74.2％

584
・住宅の耐震化
率74.4％

1,594
・住宅の耐震化
率90%

概ね目標どお
り

ｱ28 医療救護体制の充実 健康増進課

　災害時において、迅速かつ的確に市立病院をはじめ民間病院の医療
救護体制が確保されるよう、平時から防災に関する県や医療機関等と
の会議や訓練を通じて、全県的な連携体制の構築を進めます。
　特に、市内については、市立の2病院と2診療所が中心的役割を果た
すとともに、官民一体となっている北巨摩医師会と富士見高原医療福
祉センターとは、医療連携協定を独自に締結するなど、近隣の民間医
療機関との連携強化を図ります。
　また、感染力の強い感染症の感染拡大に備え、市立の2病院と2診療
所が連携する中で、感染者、一般の患者、救急、入院患者を区分した
受入れができる体制を整備し、あわせて院内感染予防を強化するた
め、必要となる資機材等の整備を行います。

・資機材の整備 119,861 ・資機材の整備 11,368 ・資機材の整備 20,291 ・資機材の整備 15,114

・塩川病院：個人
防護具購入費、
疑い患者診察用
備品、訓練の開
催１回
・甲陽病院：個人
防護具購入費、
疑い患者診察用
備品、訓練の開
催１回　連携会議
等の開催１回

361

・連携会議等の
開催回数１回
・訓練の開催回
数１回

概ね目標どお
り

ｱ29 感染症対策
消防防災
課、健康増
進課

　本市では、消毒薬150L、防護服約800セット、マスク約84,000枚を備蓄
していますが、災害時における防疫体制を充実するため、衛生環境の
悪化による感染症等の発生及び拡大の防止を目的に、マスクや消毒
液、簡易トイレ等の資機材等の備蓄について、その内容や品目数を再
検討し、備蓄を行います。
　また、避難所における感染症対策として「北杜市避難所開設・運営マ
ニュアル」の見直しを進めるとともに、「北杜市新型インフルエンザ等行
動計画」が、実効性のある計画となるよう、随時、計画を見直し、関係機
関等との連携体制や庁内の体制の整備の強化に努めます。
　このほか、予防接種により罹患を抑制できる感染症については、予防
接種率の向上を図るため、広報紙への掲載、医療機関の窓口へのポ
スターの掲示などを通じ、接種の呼びかけを行うとともに、平時からの
手洗いや咳エチケットの励行など、感染症発生予防に関する啓発活動
も併せて行います。

・避難所運営マ
ニュアル感染症
対策編策定
・備蓄量(消毒
薬)315L
・備蓄量(防護
服)780セット
・備蓄量(マス
ク)169,900枚

9,020

・備蓄量累計(消
毒薬)279L
・備蓄量累計(防
護服)811セット
・備蓄量累計(マ
スク)84,400枚

8,749

・備蓄量累計(消
毒薬)279L
・備蓄量累計(防
護服)811セット
・備蓄量累計(マ
スク)84,400枚

27,115

・備蓄量累計(消
毒薬)279L
・備蓄量累計(防
護服)811セット
・備蓄量累計(マ
スク)84,400枚

・備蓄量累計(消
毒薬)279L
・備蓄量累計(防
護服)811セット
・備蓄量累計(マ
スク)84,400枚

・備蓄量(消毒
薬)1,200L
・備蓄量(防護
服)500セット
・備蓄量(マス
ク)50,000枚

概ね目標どお
り

ｱ30
社会福祉施設の耐震化促
進

介護支援
課、福祉課、
子育て政策
課

　民間の社会福祉施設に係る耐震化を促進するため、施設の指導や監
査の場など機会を通じ、耐震化の必要性や各種支援策に関する情報
提供を行います。

・耐震化率54.5%
（民間介護施設
福祉避難所）

耐震化率63.6%
（民間介護施設
福祉避難所）

耐震化率63.6%
（民間介護施設
福祉避難所）

耐震化率63.6%
（民間介護施設
福祉避難所）

耐震化率63.6%
（民間介護施設
福祉避難所）

耐震化率70.0%
（民間介護施設
福祉避難所）

概ね目標どお
り
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北杜市国土強靱化地域計画　アクションプラン（R2～R6）　達成状況

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)
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活動指標
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決算額
(千円)
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(千円)
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決算額
(千円)
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(R6年度)目標値 達成度

（R6目標値に
対して）

2023年度
(R5年度)実績

2022年度
(R4年度)実績

2021年度
(R3年度)実績

2020年度
(R2年度)実績

№ 事業名 所管課 事業概要

ｱ31
災害ボランティア等受援体
制の整備

介護支援
課、福祉課

　本市では19人の災害ボランティアが登録していますが、災害時におい
て、災害ボランティア等との連携による効果的な援助活動を展開するた
め、社会福祉協議会による災害ボランティア養成講座の開催を支援す
るほか、社会福祉協議会の災害ボランティアセンター設置運営マニュア
ルに基づき、迅速かつ的確に設置運営できるよう連携強化を図り、ま
た、感染力の強い感染症への対応として、災害ボランティアの受け入れ
時の確認やボランティア活動時の感染予防などについても、連携体制
を整備します。
　また、災害ボランティアや物資の受け入れに関し、より万全な体制を
整えることができるよう、業務継続計画(BCP)の災害対策業務につい
て、見直しを行います。

・災害ボランティ
ア登録者数19人
・災害ボランティ
ア養成講座開催
回数1回
・災害ボランティ
ア等受援施設1
箇所

・災害ボランティ
ア登録者数19人
・災害ボランティ
ア養成講座開催
回数1回
・災害ボランティ
ア等受援施設1
箇所

災害ボランティ
ア登録者数　１
７人
災害ボランティ
ア養成講座開催
回数　１回
災害ボランティ
ア等受援施設
１箇所

・災害ボランティ
ア登録者数11人
・災害ボランティ
ア養成講座開催
回数2回
・災害ボランティ
ア等受援施設1
施設

950

・災害ボランティ
ア登録者数24人
・災害ボランティ
ア養成講座開催
回数1回
・災害ボランティ
ア等受援施設1箇
所

950

・災害ボランティ
ア登録者数26人
・災害ボランティ
ア養成講座開催
回数1回
・災害ボランティ
ア等受援施設1箇
所

概ね目標どお
り

ｱ32
避難施設の確保と周知強
化

消防防災
課、管財課、
介護支援
課、福祉課、
教育総務
課、生涯学
習課

　災害時における避難場所を確保するため、屋外37箇所・屋内38箇所
を指定避難場所としていますが、引き続き必要な施設を確保するととも
に、広報紙やホームページ、SNSのほかハザードマップや防災読本など
への掲載を通じて、各施設に関する位置や設備などの基本情報につい
て周知強化を図ります。
　また、感染力の強い感染症への対応として、避難者に指定避難所以
外に避難先の確保を平時から促すとともに、指定避難場所における、
感染予防に対応した資機材等の備蓄や公共施設の設備等の改修を行
います。

・指定緊急避難
所（水害）屋内
16箇所
・指定避難場所
数
屋外37箇所、屋
内38箇所

・指定緊急避難
所（水害）屋内
16箇所
・指定避難場所
数
屋外37箇所、屋
内38箇所
・水害ハンドブッ
ク作成

・指定緊急避難
所（水害）屋内
16箇所
・指定避難場所
数
屋外37箇所、屋
内38箇所
・水害ハンドブッ
ク改訂

462

・指定緊急避難
所（水害）屋内
16箇所
・指定避難場所
数
屋外37箇所、屋
内38箇所

・指定緊急避難
所（水害）屋内16
箇所
・指定避難場所
数
屋外37箇所、屋
内38箇所

・指定緊急避難
所（水害）屋内15
箇所
・指定避難場所
数
屋外37箇所、屋
内38箇所

目標どおり

ｱ33
避難所の機能確保とマニュ
アルの作成

管財課、介
護支援課、
福祉課、ネウ
ボラ推進課、
教育総務
課、生涯学
習課

　災害時における避難所の機能を強化するとともに、感染力の強い感
染症予防にも配慮した施設や設備の維持管理、整備を適切に行いま
す。
　また、避難所となる施設について、全面的な使用再開時にも円滑な移
行ができるよう、自治会等と施設管理者との施設利用合意書に基づき
策定される避難所マニュアルなどの作成に際し、本来の行政機能の早
期復旧に配慮して作成を進めます。

・2中学校の校
舎内トイレ改修
（洋式化・乾式）
・14小中学校の
校舎及び屋内
運動場トイレ手
洗い場の自動
水栓化
・社会教育施設
及び社会体育
施設24施設のト
イレ手洗い場の
自動水栓化

125,261

・屋内運動場（ト
イレ、スロープ）
のバリアフリー
化整備率50.0％
・屋内運動場の
トイレ洋式化率
68.1％

15,246

・トイレ改修工事
・和便器６基を
洋式化改修
。多目的トイレ
およびスロープ
改修によるバリ
アフリー化の整
備完了
・洋式化率75.0%

19,470

・トイレ改修工事
・和便器３基を
洋式化改修
・多目的トイレお
よびスロープ改
修によるバリア
フリー化の整備
完了
・洋式化率78.4%

41,198

・トイレ改修工事
・和便器２基を洋
式化改修
・多目的トイレお
よびスロープ改修
によるバリアフ
リー化の整備完
了
・洋式化率80.7%

24,684

・屋内運動場（ト
イレ、スロープ）の
バリアフリー化整
備率88.8％
・屋内運動場のト
イレ洋式化率
92.0％

概ね目標どお
り

ｱ34
福祉避難所の確保と周知
強化

介護支援
課、福祉課、
子育て政策
課、ネウボラ
推進課

　高齢者・障がい者等の災害時要配慮者に配慮した避難場所を確保す
るため、公共施設と民間事業所の33箇所を福祉避難所に指定していま
すが、引き続き必要な施設を確保するとともに、感染力の強い感染症に
対応した施設としての体制整備のほか、広報紙やホームページ、ハ
ザードマップや防災読本などへの掲載を通じて、各施設に関する位置
や設備などの基本情報について、情報発信の一元化を徹底し、周知強
化を図ります。

・福祉避難所数
公共8箇所、民
間25箇所

・福祉避難所数
公共8箇所、民
間25箇所

・福祉避難所数
公共8箇所、民
間25箇所

・福祉避難所数
公共8箇所、民
間25箇所

・福祉避難所数
公共8箇所、民間
25箇所

・福祉避難所数
公共8箇所、民間
25箇所

目標どおり

ｱ35 避難行動要支援者対策 消防防災課
　災害時において避難行動に際し支援を要する市民が、安全に避難で
きるよう、避難行動要支援者名簿を定期的に更新し把握するとともに、
避難行動要支援者制度の利用促進を図ります。

・2回/年更新 201 ・2回/年更新 458 ・2回/年更新 0 ・2回/年更新 ・２回/年更新 17 ・2回/年更新 目標どおり

ｱ36
認知症高齢者徘徊早期発
見ネットワークの構築

介護支援課

　災害時において避難行動に際し支援を要する市民が、安全に避難で
きるよう、市民、行政、警察、消防、介護事業所等が連携・情報共有し、
地域での認知症高齢者の徘徊早期発見ネットワーク体制の構築を図り
ます。

― ―

・認知症高齢者
等支援ネット
ワーク事業登録
者数（登録抹消
者は除く） 10人
・捜索協力機関
登録数 37
・登録対象者事
象発生件数 0件

・認知症高齢者
等支援ネット
ワーク事業登録
者数（登録抹消
者は除く）16人
・どこシル伝言
板配布数16人
・捜索協力機関
登録数48件
・登録対象者事
象発生件数0件
・警察と合同で
の模擬訓練1回

・認知症高齢者
等支援ネットワー
ク事業登録者数
（登録抹消者は
除く） 16人
・新規どこシル伝
言板配布数 5人
・ 捜索協力機関
登録数 48件
・登録対象者事
象発生件数 0件
・警察と合同での
模擬訓練 1回

・認知症高齢者
等支援ネットワー
ク利用登録者数
10名

目標値以上を
達成

ｱ37 要配慮者対策

介護支援
課、福祉課、
子育て政策
課、ネウボラ
推進課

　要配慮者を対象とし、福祉避難所に向かうまでの道路情報、受入体
制情報、健康チェックの把握等、現場職員との交渉に必要とする情報
収集を迅速的確に行うため、SNSの活用による情報収集体制の整備を
図ります。

― ― ― ― ―

体制づくりが主眼
であり、数値化に
なじまないため設
定しない。

ｱ38
要配慮者利用施設の避難
確保計画策定推進

介護支援
課、福祉課

　指定介護老人福祉施設を利用する高齢者や障がい者の要配慮者
が、災害時においても、円滑な避難行動をとり、被災を免れることがで
きるよう、各施設における非常災害対策計画の策定と、それに基づく避
難訓練の実施等を促進します。

・非常災害対策
計画策定済施
設数5箇所
（対象施設数
介護：4箇所、障
がい者：2箇所）

・非常災害対策
計画策定済施
設数6箇所
（対象施設数
介護：4箇所、障
がい者：2箇所）

・非常災害対策
計画策定済施
設数6箇所
（対象施設数
介護：4箇所、障
がい者：2箇所）

・非常災害対策
計画策定済施
設数6箇所
（対象施設数
介護：4箇所、障
がい者：2箇所）

・非常災害対策
計画策定済施設
数6箇所
（対象施設数
介護：4箇所、障
がい者：2箇所）

・非常災害対策
計画策定済施設
数6箇所
（対象施設数
介護：4箇所、障
がい者：2箇所）

目標どおり
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北杜市国土強靱化地域計画　アクションプラン（R2～R6）　達成状況
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ｱ39
地域マイクログリッド構築モ
デル事業

環境課

　災害時における安定した電力供給をめざし、北杜サイトで得られる再
生可能エネルギーや蓄電池を活用した、無停電化に関するモデル事業
について、甲陽病院や長坂総合スポーツ公園等をフィールドに、国と連
携して行います。

・北杜市再生可
能エネルギーマ
スタープラン策
定

9,900

(北杜市再生可
能エネルギーマ
スタープラン策
定済)

脱炭素先行地
域への応募に
際し、マスタープ
ランを基にした
レジディエンス
強化計画につい
てV2X等の計画
を申請書に記載

脱炭素先行地
域計画作成
企業訪問・ヒアリ
ング　１３社
住民説明会　２
回実施
市民アンケート
実施

288
（目標に対する活
動なし）

・北杜市再生可
能エネルギーマ
スタープランに基
づき、R6年度から
モデル地域へ導
入予定

評価不能

ｱ40 企業の事業継続支援 商工･食農課

　災害時において、地域経済と雇用を支える中小企業の事業活動への
影響を軽減し、サプライチェーンの維持や早期復旧を図るため、防災、
減災対策への啓発セミナーや周知等を行い、中小企業の自主防災体
制の強化を図るとともに、「事業継続力強化計画」等の策定を促進しま
す。

新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため中止

新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため中止

―
・関係機関及び
関係各課と連携
し協議を進める

・セミナー未実施
・セミナー参加企
業数10社

評価不能

ｱ41 企業の事業再建支援 商工･食農課
　災害時において事業用資産の損壊等を受けた中小企業の再建を促
進するため、県・商工会の関係機関と連携し、災害融資・補助制度の周
知や相談窓口開設等を円滑に実施できる支援体制を強化します。

新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため中止

新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため中止

―
・関係機関と連
携し協議を進め
る

・市商工会や地
元金融機関等8
団体と連携し、事
業を実施

・支援企業数5社
目標値以上を

達成

ｱ42 観光客への情報伝達 観光課
　災害時においても、観光客の安全を確保するため、観光パンフレット
等を活用して、避難所の位置など必要な情報提供を行います。
　なお、併せて情報発信の一元化の徹底、強化を図ります。

・配布部数
47,700部

・配布部数
24,800部

・配布部数
122,300部

4,098
・配布部数
60,000部

490
・配布部数
50,000部

2,544
・配布部数
(防災情報掲載）
150,000部

4,100 評価不能

ｱ43
住民情報システムのバック
アップ体制の強化

管財課
　災害時においても、市の窓口業務等を遂行する上で必要な情報が確
保されるよう、各種システムに係るバックアップの体制強化を図ります。

・システムのクラ
ウド化の構築

77,158

・システムのクラ
ウド化の構築
（令和3年8月稼
働開始）

40,089
・令和3年度にシ
ステムのクラウ
ド化・運用

59,520
・令和3年度にシ
ステムのクラウ
ド化・運用

58,959
・令和3年度にシ
ステムのクラウド
化・運用

62,133
・システムのクラ
ウド化

目標どおり

ｱ44 情報伝達ツールの多重化

総務課、消
防防災課、
福祉課、各
総合支所

　災害時における避難警報等の緊急情報を迅速かつ確実に伝達する
ため、緊急速報メールをはじめ、北杜ほっとメール、コミュニティFM へ
の割り込み、山梨県総合防災情報システムなど、多様なツールを活用
し、情報提供体制の強化を図ります。
　また、マンパワーによる情報伝達も有効であるため、各総合支所にお
いて、定期的に各区長を訪問し、情報の交換を行うための体制づくりを
行います。
　このほか、区に加入していない世帯への対応について、社会福祉協
議会等と検討を行います。

・緊急速報メー
ル
・北杜ほっとメー
ル
・コミュニティFM
・SNS（フェイス
ブック他）
・区長訪問

388

・緊急速報メー
ル
・北杜ほっとメー
ル
・コミュニティFM
・SNS
・水害ハンドブッ
ク作成
・区長訪問

388

・緊急速報メー
ル
・北杜ほっとメー
ル
・コミュニティFM
・SNS
・水害ハンドブッ
ク作成
・区長訪問

850

・区長との情報
交換
・北杜ほっとメー
ル、SNS、コミュ
ニティFMへの割
り込み等、多様
なツールを活用
し防災情報の発
信を実施

・防災行政無線、
登録制メール、
SNSを活用し配
信を実施

体制づくりが主眼
であり、数値化に
なじまないため設
定しない。

目標どおり

ｱ45 防災行政無線の確保 消防防災課

　災害時において、各地域において必要な情報が的確に伝わるよう、防
災行政無線の難聴地域における子局の整備や、停電に対応するため
の蓄電池の更新を行います。
　また、親局の高度化更新も検討し、操作性と連携性を向上させるとと
もに、防災情報システムとしての機能を持たせることによって、減災力
の強いまちづくりを推進します。

・子局数365基
（蓄電池64箇所
更新）

27,861

・設備全体の保
守管理
・子局蓄電池64
箇所更新

27,431

設備全体の保
守管理及び子
局110箇所の蓄
電池更新

26,073

設備全体の保
守管理及び子
局126箇所の蓄
電池更新

32,760

・子局数365基（う
ち耐用年数を迎
える64基の非常
用蓄電池を交換）

32,532

・子局数365基
（蓄電池は、更新
計画に基づき整
備）

目標どおり

ｱ46
中央道のチェーン規制に係
る連携体制の整備

道路河川課

　大雪の発生に伴い中央自動車道須玉IC～長坂IC区間のチェーン規
制が行われるに際し、各種の事前準備を行い、市民生活への影響を最
小限に抑えることができるよう、除雪等の各種対策に関し、国土交通
省、中日本高速道路（株）、県等関係機関との連携体制を整えます。

― ― ― ― ―

体制づくりが主眼
であり、数値化に
なじまないため設
定しない。

ｱ47
中央道のチェーン規制に係
る情報提供の体制整備

道路河川課

　大雪の発生に伴い中央自動車道須玉IC～長坂IC区間のチェーン規
制が行われるに際し、市内で渋滞等が発生する前に市民が準備を行う
ことができるよう、報道機関や国土交通省等関係機関と連携し、迅速的
確な情報提供に必要な体制を整備します。

― ― ― ― ―

体制づくりが主眼
であり、数値化に
なじまないため設
定しない。

ｱ48
中央道のチェーン規制に係
る車両渋滞の解消

道路河川課

　大雪の発生に伴う中央自動車道須玉IC～長坂IC区間のチェーン規制
の影響により、市内道路等に多数の車両があふれた場合においても、
その状況をできるだけ緩和するため、迂回路としても活用できるよう、周
辺の道路整備を国、県等関係機関と協力して推進していきます。

― ― ― ― ―

当面要望活動が
主眼であり、数値
化になじまないた
め設定しない。
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北杜市国土強靱化地域計画　アクションプラン（R2～R6）　達成状況

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

2024年度
(R6年度)実績

2024年度
(R6年度)目標値 達成度

（R6目標値に
対して）

2023年度
(R5年度)実績

2022年度
(R4年度)実績

2021年度
(R3年度)実績

2020年度
(R2年度)実績

№ 事業名 所管課 事業概要

ｱ49 道路ネットワークの確保 道路河川課

　大規模地震後も生命に関わる物資の供給や救援活動に支障が生じ
ないよう、緊急輸送用車両等が通行できる機能を確保することを目的
に、防災拠点を結ぶ緊急輸送道路の橋梁の耐震化や無電柱化等を推
進します。　また、緊急輸送道路等に繋がる幹線道路等の整備につい
ても、必要性等を勘案し、橋梁の耐震化等災害に備えた対策を併せて
進めます。
・中部横断自動車道推進事業(交通インフラの長期間機能停止、地域
の孤立化、サプライチェーンの寸断等の不安解消)
・道路メンテナンス事業
　トンネル・カルバート長寿命化修繕【大穴トンネル、大平トンネル、多
麻トンネル、神戸隧道、境之澤隧道】
・地方創生道整備推進交付金事業（市道舗装修繕：清里・西井出線、箕
輪・小淵沢線、鳥原・小淵沢線、江草・小笠原線　市道改良改築：浅川
線、蔵原・村山西割線　林道改良：雨乞尾白川線、釜無川右岸線、神宮
線林道舗装：茅ヶ岳線）
・国道、県道整備事業（県執行事業への協力）

・緊急輸送道路
等に架かる市道
の重要な橋梁健
全性Ⅱ以上97%

・緊急輸送道路
等に架かる市道
の重要な橋梁健
全性Ⅱ以上97%

・緊急輸送道路
等に架かる市道
の重要な橋梁健
全性Ⅱ以上96%

緊急輸送道路
等に架かる市道
の重要な橋梁健
全性Ⅱ以上96%

緊急輸送道路等
に架かる市道の
重要な橋梁健全
性Ⅱ以上96%

・緊急輸送道路
等に架かる市道
の重要な橋梁健
全性Ⅱ以上100%

概ね目標どお
り

ｱ50 道路施設の早期復旧 道路河川課

　災害時においても、安全･安心な生活環境が確保できるよう、道路寸
断等による孤立地域が発生した場合は最優先して解消に取り組むほ
か、被災地域のより迅速な再建や回復ができるよう、道路施設の早期
復旧に必要な体制を強化します。
・災害復旧事業(道路、橋梁等)

― ― ― ― ―

体制づくりが主眼
であり、数値化に
なじまないため設
定しない。

ｱ51 支援物資の輸送対策 消防防災課

　災害時において、支援物資等の円滑な輸送を確保するため、関係す
る企業や団体等と協定を締結し、物資輸送体制の構築を図っています
が、より万全な体制を整えるため、平時から情報交換や訓練参加により
実行性を高めます。

― ― ― ― ―

体制づくりが主眼
であり、数値化に
なじまないため設
定しない。

ｱ52 ため池の防災対策 農地整備課

　農業用ため池の老朽化対策率は、2018年度末現在で58%にとどまっ
ており、決壊の恐れがある施設があることから、災害時における農業用
ため池の決壊を防ぐため、老朽化した箇所について、堤体の補強、余
水吐断面の拡大、畦畔の点検・補強等を行います。また、危険箇所に
関する周知を強化するため、ため池ハザードマップの作成・配布を行い
ます。

・農業用ため池
の老朽化対策
率40%

29,480
・農業用ため池
の老朽化対策
率40%

65,329
・農業用ため池
の老朽化対策
率48%

62,773
・農業用ため池
の老朽化対策
率63%

92,780
・農業用ため池の
老朽化対策率
68%

86,721
・農業用ため池の
老朽化対策率
100%

92,800
概ね目標どお

り

ｱ53 森林の保全・治山対策 林政課

　山地における自然災害を最小限に防止するため、山地災害が危惧さ
れる箇所において治山施設（治山ダム・土留め工・流路工等）の設置を
進めてきましたが、治山施設がその効果を確実に発揮するよう、維持管
理を実施するとともに、必要に応じ災害に対する安全性の向上を図りま
す。
　また、下流側地域などの要望があった場合には、県へ要望を行うとと
もに、法面崩落などの危険箇所については、小規模治山事業を活用し
た対策も進めます。

・小規模治山工
事箇所数1箇所

356
・小規模治山工
事箇所数1箇所

1,252
・小規模治山工
事箇所数1箇所

16,000
・小規模治山工
事（１箇所）

・方傳小規模治
山工事測量設計
業務委託
・方傳小規模治
山工事

16,458
・小規模治山工
事箇所数5箇所
（R2～R6）

40,000 目標どおり

ｱ54
農業施設の老朽化対策等
による機能の維持・確保

農地整備課
　災害時においても農業施設の用排水機能を確保するため、経年劣化
が進行している施設を対象に、機能保全計画を策定し、これに基づく長
寿命化や更新を行います。

・（市単）36ヶ所 18,684 ・（市単）38ヶ所 17,105 ・（市単）34ヶ所 16,315 ・（市単）32ヶ所 11,739
・（市単）32ヶ所
（累計172ヶ所）

17,056 ・（市単）120ヶ所 63,200
目標値以上を

達成

ｱ55 農地・農道の活用
農業振興
課、
農地整備課

　農地・農道は、延焼防止や緊急時の退避場所及び避難経路としての
機能も果たし得るため、災害に強いまちづくりを目指し、その機能維持
に取り組みます。
　また、農地・農業用施設の整備を進め、食料の安定供給を図ります。

・(市単）4ヶ所 1,316 ・(市単）9ヶ所 2,895 ・(市単）6ヶ所 3,685 ・（市単）1ヶ所 269
・（市単）5ヶ所（累
計25ヶ所）

2,572 ・(市単）20ヶ所 12,000
目標値以上を

達成

ｱ56 河川等の維持管理・改修 道路河川課

　災害時において、河川等が十分に機能を発揮するよう、適切な維持
管理を行います。
　また、ゲリラ豪雨、台風等による増水に備え、集落内の未改修の河川
等については、防災対策として護岸改修等、施設の整備を行います。
・河川改修事業
　　準用河川西衣川改修等

･河川改修延長
L=235ｍ

28,759
･河川改修延長
L=78ｍ

10,652

今後想定される
豪雨当に対する
予防対策
・改修延長
L=348ｍ

（事業完了）
・改修延長
L=24m

31,293
･改修延長
L=100ｍ

20,000 努力を要する
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北杜市国土強靱化地域計画　アクションプラン（R2～R6）　達成状況

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

活動指標
(KPI)

決算額
(千円)

※除く再掲

2024年度
(R6年度)実績

2024年度
(R6年度)目標値 達成度

（R6目標値に
対して）

2023年度
(R5年度)実績

2022年度
(R4年度)実績

2021年度
(R3年度)実績

2020年度
(R2年度)実績

№ 事業名 所管課 事業概要

ｱ57 河川等の防災・減災対策
道路河川
課、用地課

　雨の降り方が、局地化・集中化（ゲリラ豪雨、台風の大型化等）にな
り、水害（洪水・内水）が頻発化・激甚化してきており、今後、地球温暖
化に伴い災害リスクがさらに高まることが予想されることから、ハード対
策・ソフト対策の両面を駆使した地域特性を踏まえた防災・減災対策を
推進します。
　また、災害リスクに備える防災意識社会の再構築を図るため、「施設
では防ぎきれない災害は必ず発生する」との意識の共有に取り組みま
す。
・河川維持管理事業
　　準用河川支障木伐採等

・対策実施数1
箇所
（準用河川高
川）
・原材料支給47
件
・支障木伐採9
件

7,884

・対策実施数3
箇所（準用河川
高川、竹之内
川、沓川）
・原材料支給61
件
・支障木伐採7
件

15,456

・対策実施数3
箇所（準用河川
古杣川、西衣
川、鳩川、沢上
沢川）
・原材料支給71
件
・支障木伐採5
件

23,654

・対策実施数3
箇所（準用河川
西衣川、西泉
川、鳩川）
・原材料支給61
件
・支障木伐採：1
件

7,191

・対策実施数4箇
所（準用河川：古
杣川、山田川、中
込沢川、南沢川）
・原材料支給実
績：59件（敷砂
利、止水板、生コ
ン等）
・支障木伐採：2
件

道路河川
課23,941千
円
用地課
4,810千円

・対策実施数1箇
所

10,000
目標値以上を

達成

ｱ58
河川構造物等の維持管理
対策

道路河川課
　市が管理する河川構造物等について、災害時においても制御不能な
二次災害を発生させないため、平常時において適切な維持管理を行い
ます。

― ・維持管理 572

・パトロールによ
る危険個所の調
査及び補修工
事

678

・市道明野三之
蔵8号線におけ
る無名46橋外護
岸橋梁

8,643

（・パトロールを実
施し、異常個所の
早期発見に努め
た）

・施設の維持管
理が主眼であり、
数値化になじまな
いため設定しな
い。

ｱ59
急傾斜地及び道路のり面
の崩壊対策

道路河川課

　総合的な土砂災害対策を計画的に進めるため、県が実施する土砂災
害対策との連携を図ります。
　また、道路のり面の落石・崩壊に係る対策については、被害実績など
を踏まえ、適切に実施します。
・防災・安全社会資本整備交付金事業（修繕）
　　①市道若神子・下黒澤線のり面修繕・補強
　　②市道若神子・若神子新町１号線のり面修繕・補強

･急傾斜地実施
箇所5地区
・のり面修繕、補
強
工事2箇所

153,877

･急傾斜地実施
箇所6地区
・のり面修繕、補
強工事2箇所

218,936

･急傾斜地実施
箇所4地区
・のり面修繕、補
強工事2箇所

135,607

・急傾斜地実施
箇所6地区
・のり面修繕・補
強工事2箇所

162,822

・急傾斜地崩壊
対策事業　5地区
・のり面の修繕・
補強　2箇所

199,410

･急傾斜地実施箇
所2地区
・のり面修繕、補
強
工事2箇所

264,900 目標どおり

ｱ60
災害廃棄物処理体制の充
実強化

環境課

　災害時において、災害廃棄物を適正かつ速やかに処理するため、災
害廃棄物処理計画に基づき、仮置き場候補地を選定しておりますが、
水害発生時や道路障害などの影響を受けずに効率的に処分が可能な
用地の選定を行い、復旧復興の促進を図ります。
　また、令和１３年度よりごみ処理を行う新たなごみ処理施設建設（エネ
ルギー回収型廃棄物処理施設及びマテリアルリサイクル推進施設）に
ついて、循環型社会形成推進交付金を活用し、災害に強い施設となる
よう、山梨西部広域環境組合と協議しながら、廃棄物処理施設の整備
及び処理体制の充実強化を図ります。

― ― ― ― ―

体制づくりが主眼
であり、数値化に
なじまないため設
定しない。

ｱ61
道路施設の維持・長寿命
化対策

道路河川課

　災害に強い健全な道路ネットワークの維持を図るため、老朽化の進行
が見込まれる橋梁について、予防保全的な対策を目的に、橋梁長寿命
化修繕計画に基づき修繕工事を進めます。
・道路メンテナンス事業
　①橋梁長寿命化修繕
　　　【第２跨線橋、南沢橋、大渡橋、飛津橋、南部横断９号橋、山の神
大橋、公会堂橋、和田橋、比志北橋、川戸橋、天神橋、六ヶ村堰上橋、
小深沢橋、釜瀬１号線、西原尻橋、無名20橋】
　②舗装長寿命化修繕

・修繕延長
L=427ｍ
・点検115件

152,805

・修繕延長
L=1,560ｍ
交差点部１ヵ所
・橋梁点検105
件

299,769

・修繕延長
L=1,154ｍ
・橋梁点検123
件
・橋梁修繕8橋

140,922

・橋梁の修繕
12橋
・舗装の修繕
L＝2,003ｍ
・橋梁の点検
118橋（定期点
検）

257,599

・舗装の修繕　L
＝4,271ｍ
・橋梁の点検　76
橋（定期点検）
・橋梁の修繕　17
橋

308,494
・修繕延長
L=900ｍ
・点検95件

180,000 目標どおり
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